
東京

• Eコマース企業や3PL企業による需要は引き続き堅調

• 空室率は３四半期連続で低下し8.2%に

• 建築コスト上昇と需給逼迫で賃料は引き続き上昇

Eコマース企業や3PL企業による需要は引き続き堅調で、2026年第1四半期の新規需要*は179,000坪となった。圏央道エリアなどの周辺部での

需要回復が続いていることに加えて、当期は外環道エリア等の賃料の高いエリアで強い需要が見られた。賃料が低廉な物件に対するニーズと、

賃料が高くても立地に優れる物件へのニーズともに堅調な状況がうかがえる。

当期の供給は6棟142,000坪と、前期の1棟26,000坪から大幅に増加したものの、過去5年平均の176,000坪は依然として下回っている。需要が供

給を上回ったことで、空室率は8.2%と3四半期連続で低下。前期比では0.6ポイントの低下、前年同期比では2.2ポイントの低下となった。

東京圏の賃料は月額坪当たり4,823円で前期比0.9%、前年同期比3.1%の上昇となった。建築コストの上昇の影響で新築物件の賃料が高騰し、そ

れが周辺の既存物件の賃料も押し上げている。好立地の物件の中には、既存テナントの退去に伴い、募集賃料が従前より1割以上高くなる物件

も見られた。

東京圏の物流施設の想定価格は前期比0.1%の上昇、前年同期比1.2%の上昇となった。長期金利の上昇を受けて想定キャップレートは僅かに上

昇したが、賃料上昇を反映して想定価格は上昇している。

見通し

需要が安定していることに加え、建築コストの上昇で新規開発が抑制気味かつ選別的であることから、東京圏全体の賃料上昇は継続すると見

込まれる。ただし周辺部では競合物件が多く低廉な賃料でテナントに訴求する必要があるため、賃料上昇は緩やかになると考えられる。

オックスフォード・エコノミクスによるとさらに金利上昇が予想されるものの、キャップレートの上昇は限定的とみられる。 CPI連動賃料の浸

透に見られるように賃料の期待成長率が高まっていることが要因である。そのため、今後も賃料上昇が期待される好立地・高グレードの物件

を中心に、価格も上昇が続くと予想される。
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主要指標

新規需要 179,000坪
新規供給 142,000坪
空室率 8.2%

平均賃料 月額坪当たり4,823円

賃料変動率（前年同期比） +3.1%

賃料サイクルのフェーズ 賃料上昇

需給の推移

注釈：東京圏に所在する賃貸の大型物流施設が対象。需給は年初
から当期の累計、面積は貸床面積を参照する。

(*)当四半期における新規需要から退去による空室発生を差し引いた実質的な需要の増減。

東京圏大型物流施設の定義 所在 東京都、千葉県、神奈川県、埼玉県および茨城県南西部 延床面積 50,000㎡（15,125坪）以上 竣工年 2000年以降
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This report has been prepared solely for information purposes and does not necessarily purport to be a complete analysis of the topics discussed, which are inherently unpredictable. 
It has been based on sources we believe to be reliable, but we have not independently verified those sources and we do not guarantee that the information in the report is accurate 
or complete. Any views expressed in the report reflect our judgment at this date and are subject to change without notice. Statements that are forward-looking involve known and 
unknown risks and uncertainties that may cause future realities to be materially different from those implied by such forward-looking statements. Advice we give to clients in 
particular situations may differ from the views expressed in this report. No investment or other business decisions should be made based solely on the views expressed in this report.
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